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1. 背景・課題

背景

パリ協定『2050 年までに約300 
億トン超の追加的な排出量削減』

（ＣＯＰ２１（2015 年11 月）において採択）

電気 温暖化

供給サイドの各種対策
スマートメーターの普及
ダイナミック・プライシング
発送電分離方式への移行等

一方、需要サイドでは
建築物の電力ピーク対策の指

標が存在しない（工場にはあり）。
近年、ピーク対策に有効と思わ

れる材料、設備機器等の技術開
発が行われているが、これらの
評価技術が存在しない。

問題点

電力のピーク時間帯において住宅・建築
物の電力消費量は、日本全体の電力消
費量の7割以上を占める。

コスト、リスク

地球環境、国際公約

東日本大震災 原発事故

我が国のエネルギー政策は、大
規模な調整を求められる事態

（エネルギー基本計画（平成26年4月）抜粋）

パリ協定 COP21首脳会合
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2. 研究開発の目的

我が国のエネルギー政策は、東日本大震災によ
る電力危機を契機に大規模な調整が求められて
いる。また、パリ協定では、2050 年までに約
300 億トン超の追加的な排出量削減が提唱され
ている。そのため、「住宅、ビル、地域におけ
るエネルギー利用の高度化」、「電力系統の高
度化技術の実装」などの対策が喫急の課題とさ
れている（「科学技術イノベーション総合戦略
２０１６」（平成28年5月24日、閣議決定））。

建築物の電力消費のピークシフト等を最適化す
るための対策マニュアルを作成し、設計時の評
価指標及び計算ツールも提示することにより、
設計実務者、建材メーカー等への技術的啓発を
通じて建築物の電力ピーク対策を促進する。ひ
いては、建築物の電力ピーク対策技術の普及に
伴う、電力のピーク時間帯におけるエネルギー
システムの効率化、安定化に貢献する。

必要性

目的・目標

電気や熱のピークを抑制する技術

潜熱蓄熱

蓄電池太陽光

地中蓄熱

電力ピーク対策時間帯
発電所にとって、電
力需要抑制が望まし
い時間帯

省エネ
居住性向上
電気料金

消
費
者
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３. 研究開発の体制

国
土
技
術
政
策
総
合
研
究
所

（1）建築物におけ

る電力消費のピー
クシフト等効果を評
価する技術の開発 蓄熱利用による

電力ピーク対策

情報共有・連携

国土交通省
本省

技術基準化の
検討

意見・助言

（2）建築物におけ

る電力消費のピー
クシフト等の最適化
技術の開発

建物の熱負荷シフト時の人体温
熱環境評価に関する調査研究

高効率の建物内電力網に関する
調査研究

委

託

有識者（委員、臨時委員等）

専門領域の知見を取得

有識者委員
会を設置

潜熱利用による
電力ピーク対策

蓄電利用による
電力ピーク対策

潜熱利用
建材WG

地中蓄熱
WG

建物内における低電圧

直流蓄電システムに関
する共同研究

指標化に向けた技術検証
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４. 研究成果１ 潜熱蓄熱の評価手法の開発

潜熱蓄熱材（有機系） 屋外実験物性値試験（DSC） 室内のPCM
示差走査熱量測定（DSC：Differential scanning calorimetry）潜熱蓄熱材（PCM：Phase Change Material）

r

室温外気温

oi
Q
熱流

全て線形外壁

線
形

r

室温外気温

oi Q
熱流

年間空調負荷計算手法の開発

線
形

非線形外壁の混在型

（レスポンスファクタ法）

（レスポンスファクタ法）

（差分法）

24

26

28

30

室
温

［
℃

］

潜熱あり 潜熱なし

［日］7/10 7/15 7/20 7/25 7/30

非空調時において高温抑制

海外では空調熱負荷プログラムTRNSYSにPCMモデルが導入されている。今回は
日本の代表的なツールの一つであるNew HASPにPCMモデルを組み込んだ。

空調計算事例
設備設計で用いられている年間空調負荷計算において
潜熱蓄熱材による効果を定量化できるようになった。
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空調開始時のピークカット
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５. 研究成果２ 地中蓄熱（熱交換）の評価手法の開発

地中蓄熱の実証実験 地中蓄熱の計算手法の開発

地盤の熱物性気象条件 地中熱交換器

地中熱交換器

（出口水温、熱量）

（温湿度、日射） （等価熱伝導率） （入口水温、流量）

出力

地盤モデル

3次元非定常（直交、円筒座標系）

熱水分同時移動、不飽和・飽和地下水流れを考慮

不飽和：ICCG法、飽和：BiCGstab法

熱交換器：Euler陰解法

TRTによる

空調システム設計に地中蓄熱のモデルを組み込み、電力消費
量等を定量化できるようになった。

地中蓄熱の実証実験を行い、電力消費量、地中温度分布
などのデータを取得した

オフィス1万m2に適用
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６. 研究成果３ 蓄電の評価手法の開発

数値シミュレーションの事例
つくば市、 PV4kW, 蓄電池12kWh,9-16時充電,16-翌6時放電

住宅電力消費実験シミュレータ
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0

1,000
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電
力

[W
]

時刻

家電 蓄電設備 系統電力

電力消費量等の計測事例

蓄電

放電 放電

蓄放電効率を把握

様々な住宅規模、ライフスタイルを対象にした
電力消費の数値シミュレーション 蓄電設備によるピーク対策効果を定量化できるようになった。

電
力
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4人家
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共稼



7

本研究で開発した「電力ピーク対策評価システム」を用
いて200ケース程度のケーススタディを実施

エネルギー消費量と電力ピーク
削減率の関係
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一次エネルギー消費量（率）

高効率HP

地中熱

蓄熱

大温度差送水

大温度差送風

全熱交換器

外気カット制御

外気冷房

LED照明

照明制御

太陽光発電

蓄電池

仕様-O-A(建築標準)

仕様-O-B(建築標準)

仕様-O-B(建築O-A)

事務所事務所
組み合わせ（太陽光有）

組み合わせ（太陽光無し）

Ｃグループ

Ｄグループ

Ｅグループ

電力ピーク対策マニュアル
（平成28年11月ホームページ公開）

事務所 商業 住宅

準寒冷地 温暖地 蒸暑地

×

×

電
力

ピ
ー

ク
削

減
率

技術を組み合わせる
と、50から80%のピ
ーク削減可能

７. 研究成果４ 電力ピーク対策マニュアル（シミュレーションに基づく）

2.2 地中熱利用2 
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2.2.1 目的とポイント

2.2.3 設計上の留意点

2.2.4 電力ピーク削減効果

●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
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目的とポイント

設計上の
留意点

2.2.2   技術の種類・特徴

技術の種類・特徴
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・省エネルギー基準の算定プログラム（webプログラム）
・電力ピーク対策評価システム（本研究の成果）
・電力ピーク対策マニュアル（本研究の成果）
の関係について

外皮・設備仕様入力
・建物外皮仕様
・空調システム仕様
・換気システム仕様
・照明システム仕様
・給湯システム仕様
・昇降機仕様

空調設備
計算

熱負荷計算
NewHASP

newHASP入力ファイル
・室形状、外皮性能
・空調システム仕様
・照明システム仕様

フォーマット変換
プログラム
（今回追加）

省エネ基準プログラムの
入力ファイルを利用

時刻別室負荷を算出

給湯設備
計算

照明設備
計算

換気設備
計算

その他
計算

時刻別の電力消費量及びエネルギー消費量

共通データベース
・ 気象データ
・ 標準室仕様条件
・ 熱源機器特性 等

省エネ基準プログラム
のデータベースを利用

平成25年省エネ基準の計算ロジックをベースに新たに開発

潜熱蓄熱
モデル

地中熱
地盤モデル

省エネルギー基準準拠の設
計システムに潜熱蓄熱材や
地中蓄熱のモデルを組み込
み、電力消費量等を定量化で
きるようになった。

省エネルギー基準の算定プログラム（黒字部分）に
赤字部分を追加→電力ピーク対策評価システム

７. 研究成果４ 電力ピーク対策マニュアル（シミュレーションに基づく）

2.2 地中熱利用2 
●●●

●●●●●●

●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
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●●●
●●●●●●
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●●●
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2.2.1 目的とポイント

2.2.3 設計上の留意点

2.2.4 電力ピーク削減効果

●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
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●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

目的とポイント

設計上の
留意点

2.2.2   技術の種類・特徴

技術の種類・特徴

シミュ
レーシ

ョン

電力ピーク対策評価システムによる
シミュレーション結果により
電力ピーク対策マニュアルを作成

参考



9

８. 研究開発成果の波及効果や副次的効果等（１）

本研究で開発した各種評価技術は、国の技術基準や補助制度等に反映された。
例えば、本研究における地中蓄熱の評価技術は、省エネルギー基準の算定プログラム

（webプログラム）の開発や建築物省エネ法の認定のためのガイドライン（令和元年）
、環境省ETV事業（地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム）（平成30
年）の実証要領などに反映された。（研究成果２に対応）

国の制度、技術基準等に反映①

省エネルギー基準の算定プログラム
（webプログラム）

建築物省エネ法における認定のための
ガイドライン
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８. 研究開発成果の波及効果や副次的効果等（２）

本研究で開発した各種評価技術は、国の技術基準や補助制度等に反映された。
例えば、本研究における電力ピーク対策技術等は、国土交通省住宅局に資料提供を

行い、サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）の運用等に役立てられた。 （
研究成果３に対応）

国の制度、技術基準等に反映②

補助事業の事例（省CO2先導型）
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８. 研究開発成果の波及効果や副次的効果等（３）

本研究の研究成果を広く公表・提供することにより、新規材料や新技術の協会設
立や業界基準の策定など、新産業の創出につながる動向が見られた。

例えば、一般社団法人日本潜熱蓄熱建材協会のJIS（原案作成中）、特定非営利活
動法人地中熱利用促進協会の「一定加熱･温水循環方式熱応答試験（TRT）技術書」
（平成30年改訂）などがあげられる。また、電力会社へは、本研究の建築物のピー
ク対策に関する資料提供を行った。 （研究成果１に対応） 2先導型）

新産業等に技術面で寄与

関連協会のホームページ（潜熱蓄熱） 技術書の事例（地中熱）
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９. 新規課題に向けた改善等

建築物の省エネ基準において、住宅の太陽熱ゲイン、オフィスのコージェネレー
ション設備など時間単位の評価が必要な技術がいくつか残されている。本研究の成
果である電力ピーク対策評価システムをよりきめの細かい制御技術に発展させ、年
間評価につなげるなど評価手法の高度化、改善に関する内容がその後の研究のテー
マとなった。2先導型）

建築物省エネ性能の高度化

外皮・設備仕様入力
・建物外皮仕様
・空調システム仕様
・換気システム仕様
・照明システム仕様
・給湯システム仕様
・昇降機仕様

空調設備
計算

熱負荷計算
NewHASP

newHASP入力ファイル
・室形状、外皮性能
・空調システム仕様
・照明システム仕様

フォーマット変換
プログラム
（今回追加）

省エネ基準プログラムの
入力ファイルを利用

時刻別室負荷を算出

給湯設備
計算

照明設備
計算

換気設備
計算

その他
計算

時刻別の電力消費量及びエネルギー消費量

共通データベース
・ 気象データ
・ 標準室仕様条件
・ 熱源機器特性 等

省エネ基準プログラム
のデータベースを利用

平成25年省エネ基準の計算ロジックをベースに新たに開発

潜熱蓄熱
モデル

地中熱
地盤モデル

省エネルギー基準準拠の設
計システムに潜熱蓄熱材や
地中蓄熱のモデルを組み込
み、電力消費量等を定量化で
きるようになった。

本研究成果「電力ピーク対策評価システム」

住宅の太陽熱ゲイン、オフィス
のコージェネレーション設備な
ど残された課題に対応した研
究を展開

関連する国総研研究課題

・建築設備の自動制御技術によ
るエネルギー削減効果の評価法
の開発（事項立て：H28-H30）

・未利用熱エネルギーを活用し
た建築設備システムの評価法に
関する検討（基礎重点：H28-29）
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１０. その他

（本研究関係の対外発表）
・国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告 １編
・日本建築学会環境系論文集 １編
・日本建築学会大会学術講演梗概集 12編
・空気調和・衛生工学会大会学術講演論文集 4編
・雑誌総説 2編


